
 

 

 

 

働き方改革宣言事業の取組状況 
 

（企業名：  （企業名： 株式会社○○○○ ） 

 

 

（１）厚生労働省ポータルサイトの「働き方・休み方改善指標」により抽出した問題点 

働き方 

１か月あたりの平均法定外労働時間数    時間 

 

休み方 

年次有給休暇の平均取得率（  年  月～  年  月分）     ％ 

 

（２）原因の分析内容及び対策の方向 

働き方 
 

休み方 
 

（３）設定した目標及び取組内容  

①目標（※） 

働き方 

１か月あたりの平均法定外労働時間数（目標値）   時間 

上記以外の独自目標を設置してください 

例）繁忙期においても一か月あたりの時間外労働○時間以下を目指す、等 

休み方 

年次有給休暇の平均取得率（目標値）         ％ 

上記以外の独自目標を設置してください 

例）全社員について年休取得日数○日以上を目指す、等 

②取組内容 

働き方 

①で設定した目標実現のための具体的な取組内容を記載してください。 

制度整備事業を実施する場合は、制度整備の取組（新たに導入する制度名）

を記載してください。 

休み方 
 

（同上） 

（４）プロジェクトチームの設置及び運営状況等 

①メンバー 

総計  名（うち都内勤務の正社員 名） 

（メンバー内訳） 

 

②「働き方・休み方改善指標」企業診断を実施した日 月  日 

③運営状況 

開催日 議事内容 参加者数 

 月  日    名 

月  日   名 

月  日   名 

月  日          名 

④目標及び取組内容が決定した日    月  日 

⑤本取組に関する担当者    

（５）社内周知状況 

社内周知日   月  日 

 

 

（６）取組の成果 

 

※「（３）①目標」は、労働基準法第 36条第 4項（時間外労働について、原則、月 45時間・年 360時間以内）及び

同法第 39条第 7項（年次有給休暇について年 5日を取得させる義務）等の労働関係法令を上回り、かつ「（１）働

き方・休み方改善指標」の診断結果を踏まえた目標を設定すること。 

様式第６号（第１３条関係）別紙１                

実際の記入内容は企業等の取組実態に応じた内容にしてください。 

 

２０１９年４月１日の労働基準法改正により、年次有給休暇に

ついて年１０日以上付与されている労働者に対して年５日の

取得が義務化されました。 

ポータルサイトの診断結果で法令違反が判明した場合は奨励

対象外となります。ご注意ください。 

 

まず企業診断を実施します。その後 

→プロジェクトチームで検討 

→目標および取り組み内容の決定 

→社内周知  の順に取り組んでください。 

（すべて事業実施期間内に行ってください） 

 

（３）設定した目標及び取組内容 ①目標 ②取組

と「働き方改革宣言書（様式第２号）」の内容を一

致させてください。 

注意するポイント(記載例は次ページをご覧ください) 



 

 

働き方改革宣言事業の取組状況 
 

（企業名： 株式会社○○○○  ） 

※「（３）①目標」は、労働基準法第 36条第 4項（時間外労働について、原則、月 45時間・年 360時間以

内）及び同法第 39条第 7項（年次有給休暇について年 5日を取得させる義務）等の労働関係法令を上回

り、かつ「（１）働き方・休み方改善指標」の診断結果を踏まえた目標を設定すること。 

（１）厚生労働省ポータルサイトの「働き方・休み方改善指標」により抽出した問題点 

働き方 

１か月あたりの平均法定外労働時間数  １５ 時間 

全体では１か月あたりの時間外労働は１５時間となっているが、部署によって差があり、

特に営業部門に時間外労働が集中している実態があった。 

休み方 
年次有給休暇の平均取得率（令和１年４月～令和２年３月分）  ３５  ％ 

どの部署においても取得率が低かった。 

（２）原因の分析内容及び対策の方向 

働き方 

これまで時間外労働の削減に対する社内方針がなく、実態把握もできていなかった。今

後は改善推進のための体制づくりを行い、特定の部署に時間外労働が偏ることがないよ

う重点的に取り組む。 

休み方 
休暇取得促進のための取組に対する組織の問題意識が低く、取得率の目標もなかった。

まず管理職の意識改革を図り、目標を明確化する。 

（３）設定した目標及び取組内容  

①目標（※） 

働き方 
１か月あたりの平均法定外労働時間数（目標値）  １０ 時間 

繁忙期においても一か月あたりの時間外労働２０時間以下を目指す。 

休み方 

年次有給休暇の平均取得率（目標値）     ７０  ％ 

社員が積極的に休暇を取得できるような職場の風土を作り、全社員について

年休取得日数１５日以上を目指す。 

②取組内容 

 

  

 

 

働き方 

・定期的な管理職による面談を実施し、時間外労働の多い部署については必

要に応じて業務分担を見直す。 

・改正された労働基準法等の関連法令を社員に周知し、働き方の改善につい

て理解を深める。 

・多様な働き方を推進するため、テレワーク制度を導入し、運用する。 

休み方 

・管理職に対し部下の休暇取得状況を定期的に提供する。 

・管理職による声掛け等、休暇を取得しやすい雰囲気を作る。 

・年次有給休暇の時間単位での取得が可能となる制度を整備し、運用する。 

（４）プロジェクトチームの設置及び運営状況等 

①メンバー 

総計 ５名（うち都内勤務の正社員３名） 

（メンバー内訳） 

総務人事課長、総務担当１名、各部門のリーダー３名 

②「働き方・休み方改善指標」企業診断を実施した日 ８月 ５日 

③運営状況 

開催日 議事内容 参加者数 

８月 ５日  顔合わせ及び今後のスケジュール確認 ５名 

８月 ８日 ミーティング①（問題点の共有） ５名 

８月２２日 ミーティング②（原因分析と対策案の検討） ５名 

９月 ５日        ミーティング③（目標及び取組の決定）  ５名 

④目標及び取組内容が決定した日   ９月 ５日 

⑤本取組に関する担当者   総務人事課 総務係 係長 ○○ ○○ 

（５）社内周知状況 

社内周知日  ９月１０日 

９月１０日 全体ミーティングで「働き方改革宣言事業の取組状況」及び「働き方改革宣言書」を周知 

出席者２５名、欠席者５名（欠席者にはメールで資料配布）、併せて社内掲示 

（６）取組の成果 

・プロジェクトチームを設置することで部門ごとの実態及び問題点が明確になった。 

・目標や取組を全従業員に伝えることで、会社全体で取組んでいくという姿勢を示すことができた。 

様式第６号（第１３条関係）別紙１                      

（１）～（３）は（働き方）（休み方） 

それぞれについて必ず記載してください。 

制度整備事業を実施す

る場合は、導入する制度

名を記載してください。 

都内正社員数を明記し

てください。 


